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土佐町下水道事業経営戦略（案） 

 

団 体 名 ： 土佐町 

事 業 名 ： 下水道事業 

策 定 日 ： 令和６年３月 

計 画 期 間 ： 令和 5 年度～令和 14 年度 

 

１．事業概要 

（１）事業の現況 

① 施設 

供用開始年度 
（供用開始後年数） 

平成 9 年度 
(供用開始後 26 年) 

法適(全部適用・一部適用)
非適の区分 

法適用(一部） 
令和 5 年４月移行 

処理区域内 
人口密度 

0.2 人/ha 
(令和 4 年度決算統計から) 

流域下水道等への 
接続の有無 

無 特定環境保全公共下水道 （2,162 人、71ha） 

農業集落排水   （698 人、63ha） 

小規模集合排水   （57 人、2ha） 

特定地域生活排水処理  （640 人、21,074ha） 

処理区数 処理区数 6 箇所 

特定環境保全公共下水道事業 1 箇所 

農業集落排水事業   3 箇所 

小規模集合排水事業   1 個所 

特定地域生活排水処理事業  1 箇所 

処理場数 処理場 206 箇所 

特定環境保全公共下水道事業 1 箇所 

農業集落排水事業   3 箇所 

小規模集合排水事業   1 個所 

特定地域生活排水処理事業   201 箇所 

広域化・共同化・最適化
実施状況 

該当なし 

 

② 使用料 

一般家庭用使用料体系の 
概要・考え方 

基本使用料に水量段階別逓増型料⾦体系とし、水道の使用量を基に
料⾦算出を行っています。 

業務用使用料体系の 
概要・考え方 

基本使用料に水量段階別逓増型料⾦体系とし、水道の使用量を基に
料⾦算出を行っています。 

その他の使用料体系の 
概要・考え方 

該当なし 

条例上の使用料*2 
（２０㎥あたり） 

※過去３年度分を記載 

令和 2 年度      2,762 円（税込み） 

令和 3 年度      2,824 円（税込み） 

令和 4 年度      2,824 円（税込み） 

実質的な使用料*3 
（２０㎥あたり） 

※過去３年度分を記載 

令和元年度      3,058 円（税込み） 

令和２年度      3,093 円（税込み） 

令和３年度      3,148 円（税込み） 

*2 条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。 

*3 実質的な使用料とは、料⾦収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。 
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③組織 

職員数 
建設課上下水道係の職員が兼任で、下水道事業の運営を行っていま

す。 職員 4 名（うち兼任職員 1 名） 

事業運営組織 

【建設課】職員数 4 名 

課長  （1 名） 

課長補佐 （1 名） 

係長  （1 名） 

担当  （兼務） 

 

 

 

 

（２）民間活力の活用等 

民間活用の状況 

ア 民間委託 

（包括的民間委託を含む） 

浄化センター、マンホールポンプの管理を民

間に委託しています。 

イ 指定管理者制度 現時点では実施していません。 

ウ ＰＰＰ・ＰＦＩ 現時点では実施していません。 

民間活用の状況 

ア エネルギー利用 

（下水熱・下水汚泥・発電等） 
現時点では実施していません。 

イ 土地・施設等利 

（未利用土地・施設の活用等） 
現時点では実施していません。 

 

 

（３）経営比較分析表を活用した現状分析 

直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公

営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）は次のとおりです。 

・経営比較分析表（令和 3 年度決算）法非適用 特定環境保全公共下水道 

・経営比較分析表（令和 3 年度決算）法非適用 農業集落排水 

・経営比較分析表（令和 3 年度決算）法非適用 小規模集合排水 

・経営比較分析表（令和 3 年度決算）法非適用 特定地域生活排水処理 

※損益勘定支弁職員

課長　1名

課長補佐　1名

上下水道係　係長 1名

上下水道係長
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集

落
排

水
施

設
は

１
地

区
の

み
で

加
入

率
は

8
2
％

、
加

入
者

の
水

洗
化

率
は

　
1
0
0
％

と
な

っ
て

い
る

。
人

口
動

向
か

ら
同

地
区

の
住

民
増

加
は

見
込

め
ず

、
料

金
収

入
の

増
加

も
難

し
い

。
そ

の
た

め
、

適
正

な
使

用
料

収
入

の
確

保
を

図
っ

て
い

く
。

末
光

地
区

の
農

業
集

落
排

水
施

設
は

、
平

成
1
4
年

4
月

の
供

用
開

始
か

ら
1
9
年

経
過

し
た

。
機

械
、

電
気

な
ど

主
要

な
設

備
の

老
朽

化
も

あ
り

、
計

画
的

な
設

備
の

修
繕

の
検

討
も

必
要

に
な

っ
て

い
る

。

　
施

設
の

老
朽

化
を

原
因

と
す

る
突

発
的

な
維

持
修

繕
費

の
増

加
が

経
営

を
圧

迫
し

て
い

る
。

平
成

2
5
年

度
に

実
施

し
た

施
設

機
能

診
断

調
査

に
基

づ
く

計
画

的
な

修
繕

を
進

め
、

施
設

の
長

寿
命

化
を

図
り

、
地

区
全

体
の

汚
水

処
理

機
能

を
維

持
し

て
い

く
必

要
が

あ
る

。
　

施
設

利
用

率
は

、
ほ

ぼ
上

限
で

、
使

用
料

の
増

加
が

見
込

め
な

い
た

め
、

使
用

料
の

確
保

も
含

め
た

使
用

料
の

見
直

し
の

検
討

も
必

要
で

あ
る

。
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営

比
較

分
析

表
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口
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度
(
人
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2
)

－

2
.
 
老

朽
化

の
状

況
に

つ
い

て

類
似

団
体

平
均

値
（

平
均

値
）

5
7

0
.
0
2

2
,
8
5
0
.
0
0

【
】

令
和

4
年

度
全

国
平

均

分
析

欄

1
.
 
経

営
の

健
全

性
・

効
率

性
1
.
 
経

営
の

健
全

性
・

効
率

性
に

つ
い

て

「
①

収
益

的
収

支
比

率
」

に
つ

い
て

は
、

平
成

2
8
年

度
に

委
託

費
用

の
見

直
し

を
行

い
、

比
較

的
安

定
し

て
い

る
。

「
④

企
業

債
残

高
対

事
業

規
模

比
率

」
に

つ
い

て
は

、
平

成
2
8
年

度
よ

り
企

業
債

残
高

を
一

般
会

計
に

お
い

て
負

担
す

る
こ

と
と

し
て

お
り

、
０

と
な

っ
て

い
る

。

「
⑤

経
費

回
収

率
」

は
、

汚
水

処
理

費
に

対
す

る
使

用
料

収
入

が
低

く
、

使
用

料
で

賄
え

て
い

な
い

こ
と

が
わ

か
る

。

「
⑥

汚
水

処
理

原
価

」
は

、
前

年
度

と
比

較
し

て
増

加
。

有
収

水
量

に
つ

い
て

若
干

減
少

し
、

汚
水

処
理

費
が

前
年

度
よ

り
増

加
。

有
収

水
量

の
大

幅
な

増
加

見
込

み
が

な
い

た
め

、
今

後
も

汚
水

処
理

原
価

に
つ

い
て

は
増

加
傾

向
が

見
込

ま
れ

る
。

「
⑦

施
設

利
用

率
」

は
、

類
似

団
体

と
比

較
し

、
効

率
的

に
利

用
で

き
て

い
る

。

「
⑧

水
洗

化
率

」
に

つ
い

て
は

、
前

年
度

と
同

程
度

。
今

後
も

水
洗

化
率

向
上

を
目

指
す

必
要

が
あ

る
が

、
処

理
区

域
内

人
口

が
限

ら
れ

て
お

り
、

水
洗

化
率

向
上

に
向

け
た

対
策

の
実

施
は

困
難

な
状

況
で

あ
る

。

包
括

委
託

（
水

道
・

下
水

道
）

に
よ

る
維

持
管

理
の

実
施

等
に

よ
り

経
費

の
削

減
に

努
め

て
お

り
、

経
営

は
安

定
し

て
い

る
状

態
で

あ
る

。

資
金

不
足

比
率

(
％

)

-
該

当
数

値
な

し
1
.
6
0

8
8
.
2
5

2
,
8
2
4

小
規

模
集

合
排

水
処

理
区

域
は

供
用

開
始

後
2
0
年

以
上

が
経

過
し

て
お

り
、

計
画

的
な

修
繕

等
を

行
う

必
要

が
あ

る
。

2
.
 
老

朽
化

の
状

況

全
体

総
括

使
用

単
価

（
料

金
収

入
/
有

収
水

量
）

は
上

昇
し

て
い

る
が

、
そ

れ
以

上
に

汚
水

処
理

原
価

上
昇

率
が

高
く

な
っ

て
い

る
た

め
、

料
金

改
定

の
必

要
が

あ
る

と
考

え
る

。
処

理
区

域
内

人
口

自
然

減
と

い
う

状
況

で
あ

り
、

未
接

続
者

に
つ

い
て

は
今

後
接

続
の

見
通

し
な

し
。

今
後

も
継

続
的

な
経

費
の

節
減

等
を

実
施

し
な

が
ら

安
定

的
な

経
営

に
努

め
る

。
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千㎥ 有収水量

２．将来の事業環境 

（１）処理区域内人口の予測 

①処理区域内の人口推計 

 処理区域の人口は、「土佐町生活排水処理構想 2022」に示されている将来人口及び将来家屋数

を採用しました。 

②接続人口の推計 

 接続人口の推計は、「土佐町生活排水処理構想 2022」に示されている長期整備運営管理計画の

目標年次である令和 19 年度に接続率 100％を達成する接続人口を採用しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）有収水量の予測 

 特定環境保全公共下水道、農業集落排水、小規模集合排水、特定地域生活排水処理における

水洗化人口一人当たりの有収水量（令和４年度実績）に水洗化人口（接続人口）を乗じてそ

れぞれ推計し、合算しました。 

 数式：有収水量＝水洗化人口1人当たり有収水量（令和４年度実績）×水洗化人口（接続

人口） 
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百万円
下水道使用料(税抜き)

（３）使用料収入の見通し 

 特定環境保全公共下水道、農業集落排水、小規模集合排水、特定地域生活排水処理における

有収水量１㎥当たりの使用料（令和４年度実績）に有収水量を乗じてそれぞれ推計し、合算しま

した。 

 数式：使用料＝有収水量１㎥当たり使用料（令和４年度実績）×有収水量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）施設の見通し 

 本町の集合処理区域は整備が完了しています。 

 今後は、「土佐町生活排水処理構想 2022」に基づき、経済性や財政状況、及び住民の意向を踏

まえ、個人設置型の浄化槽の整備を進めていきます。 

 

 

（５）組織の見通し 

 組織の見通しは次のとおりです。 

 現在の人員構成が本町の下水道事業を運営していく上での最低ラインと考えています。今後、下水道

事業の広域化や民間事業者等との連携による経営の効率化を検討しつつ、下水道経営技術の維

持・継承についても経営に支障をきたすことのないよう継続的に検討します。 
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３．経営の基本方針 

（１）下水道事業の役割 

生活水準の向上に伴う生活排水等による河川汚濁を改善し、環境、水質を保全するため本町では、

特定環境保全公共下水道事業（平成 19 年４月供用開始）、農業集落排水事業（平成 10 年

10 月供用開始）及び小規模集合排水処理施設整備事業（平成 12 年 4 月供用開始）に取り

組み、整備完了しています。 

また、平成 9 年度から合併処理浄化槽の整備に着手し、令和 19 年度の整備完了に向けて整備を

推進しています。 

今後とも、環境、水質保全の観点から更なる加入者増加に向けての取組が必要とされます。 

 

（２）経営方針 

下水道事業は、公営企業として水道事業と同様に利用者からの料⾦によって賄う事業です。 

令和４年度末時点の下水道接続率は、特定環境保全公共下水道 74％、農業集落排水施設

63％、小規模集合排水 65％となっています。今後とも、これら下水道施設への接続促進を図ります。 

また、集合処理区域以外の区域においては、個別処理として合併浄化槽の整備を推進します。 

一方、少⼦⾼齢化の進行に伴う人口減少などにより使用料の減収が想定される中、今後、施設⽼

朽化による修繕費用等の増加が見込まれ、下水道事業を取り巻く経営環境は⼤変厳しくなることが予

想されます。 

今後、健全な経営を行っていくためには、コスト縮減を合理的に進めていくことが必要であることから、

令和５年度より、会計処理方式を地方公営企業法の適用を受ける下水道事業会計に移行し、受益

者負担の原則のもとに公営企業として能率的に運営することを目指します。 

また、経営環境の様々な変化をモニタリングし、今後の料⾦改定の必要性についても継続的に検討

を続け、財源の確保を図っていきます。 
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４．投資・財政計画（収支計画） 

（１）投資・財政計画（収支計画） 

別紙のとおり 

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明 

①収支計画のうち投資についての説明 

目標 

・本町では、将来の事業環境を踏まえ、次のとおり目標値を設定しています。 

＜目標＞計画期間 令和 14 年度末における目標 

・水洗化率 90％以上を目指します。（令和４年度実績 73%） 

※下水道事業全体 

＜投資の目標に関する考え方＞ 

・処理区域内人口のうち、実際に水洗便所を設置して汚水処理している人口の割

合を表した指標であり、水洗化率向上のための普及啓発を図ります。 

 

上記目標の達成に対応するため、計画期間内において次の事業を予定しています。 

【計画期間内の事業計画】 

 特定環境保全公共下水道事業   266 百万円 

 農業集落排水事業     104 百万円 

 合併浄化槽設置整備事業     59 百万円 

 小規模集合排水処理施設（維持管理） 

 

【管渠、処理場等の建設・更新に関する事項】 

 生活排水処理を進めるため、管渠整備や合併浄化槽の整備を進めています。 

 

【投資の平準化に関する事項】 

 下水道事業における投資については、計画期間内にストックマネジメント計画を策定し、補助事業を

主体とした事業費の平準化を実施していきます。 

 

【防災・安全対策に関する事項】 

 施設の耐震化等を進めます。 

 

【その他】 

 該当ありません。 
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②収支計画のうち財源についての説明 

目標 

・本町では、将来の事業環境を踏まえ、次のとおり目標値を設定しています。 

＜目標＞計画期間 令和 14 年度末における目標 

・経常収支比率 100％以上を目指します。（令和４年度実績 該当なし） 

＜財源の目標に関する考え方＞ 

・経常収支比率は、当該年度の経常収益で維持管理費等の経常費用をどの程

度賄えているかを示す指標であり、健全経営を続けていくために単年度収支の黒

字化を目指します。 

 

【使用料収入の見通し、使用料の見直しに関する事項】 

 使用料収入は、有収水量×有収水量当たりの使用料で算定しました。 

 使用料の見直しについては、経営環境の様々な変化をモニタリングし、今後の料⾦改定の必要性につ

いて継続的に検討を続け、財源の確保を図っていく考えとしています。 

 

【企業債に関する事項】 

 建設改良費の全額に対し、起債を充てる予定としています。 

 過年度の施設整備に要した企業債の元⾦償還に対して資本費平準化債を予定しています。 

 新規発行企業債の発行条件は、償還期間 30 年、うち据置 5 年、元利均等方式、利率は 2.0％

以内で想定しています。 

 下水道事業債（建設改良費の 1/2、利率 1.5％） 

 過疎対策事業債（建設改良費の 1/2、利率 1.3％） 

 資本費平準化債（発行限度額以内、利率 1.5％） 

 

【繰入⾦に関する事項】 

 国が示している一般会計からの繰出しの基本的な考え方に沿って、繰入する試算としています。 

 また、下水道施設の資本費及び維持管理に係る他会計出資⾦、補助⾦として財政部局と協議の上、

基準以外の繰入⾦も一般会計から繰入する試算としています。 

 

【資産の有効活用に関する事項】 

 現在、遊休資産が存在しないため、本計画では反映しておりません。なお、今後、人口減少等により

使用されなくなった施設等が生じた場合、その活用について検討します。 

 

【その他】 

 生活排水処理の意義や下水道事業の経営状況等について周知を図り、使用料収入の未納解消に

努めます。 
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③収支計画のうち投資以外の経費についての説明 

【民間の活力の活用に関する事項（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制度、PPP/PFI

など）】 

 業務の効率化や経費削減のため、浄化センター、マンホールポンプの管理を民間に委託しており、現行

の委託業務形態が当面継続することを前提に試算しています。 

 PPP/PFI などについては、本計画では反映しておりませんが、全国の先進事例及びそれらのもたらす効

果等を勘案して、今後検討していきます。 

 

【職員給与費に関する事項】 

 令和６年度当初予算における「1 人当たりの年間給与費」に「職員数」と「平均物価上昇率(四国地

方の過去５年間(平成 30 年度～令和 4 年度)の対前年度平均物価上昇率)」を乗じて試算してい

ます。 

 

【修繕費に関する事項】 

 令和６年度当初予算における修繕費に「平均物価上昇率(四国地方の過去５年間(平成 30年度

～令和 4 年度)の対前年度平均物価上昇率)」を乗じて試算しています。 

 

【委託費に関する事項】 

 令和６年度当初予算における「委託費」に「平均物価上昇率(四国地方の過去５年間(平成 30

年度～令和 4 年度)の対前年度平均物価上昇率)」を乗じて試算しています。 

 

【その他】 

 令和６年度当初予算における「その他費用」に「平均物価上昇率(四国地方の過去５年間(平成

30 年度～令和 4 年度)の対前年度平均物価上昇率)」を乗じて試算しています。 

 

 

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要 

①今後の投資についての考え方・検討状況 

広域化・共同化・最適化
に関する事項 

本町だけの取組みには限界があるため、県及び近隣⾃治体と⾜並み

を揃えて、中長期的な将来を見据えて共同化等を検討していきます。 

投資の平準化に関する 
事項 

計画期間中に、長期的な視点で効率的な資産管理を図るためのスト

ックマネジメントを策定し、事業の平準化を図りながら施設整備を進めま

す。 

民間活力の活用に関する
事項（PPP/PFI など） 

PPP/PFI などについては、本計画では反映しておりませんが、全国の先

進事例及びそれらのもたらす効果等を勘案して、今後検討していきます。

全国の先進事例及びそれらのもたらす効果等を勘案して、今後検討して

いきます。 

その他の取組 現時点では、特にありません。 
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②今後の財源についての考え方・検討状況 

使用料の見直しに関す
る事項 

経営環境の様々な変化をモニタリングし、今後の料⾦改定の必要性に

ついても継続的に検討を続け、財源の確保を図っていく必要があります。 

資産活用による収入増
加の取組について 

下水熱・下水汚泥・発電等のエネルギー利用の取組などや、人口減に

より使用されなくなった施設等の活用については、今後検討していきます。 

その他の取組 現時点では、特にありません。 

 

③投資以外の経費についての考え方・検討状況 

民間活力の活用に関す
る事項（包括的民間委
託等の民間委託、指定
管理者制度、PPP/PFI
など） 

他⾃治体の先進的取組事例の調査を行い、民間活用における官民

のリスク分担やそのことによる利害得失（リスク及びメリット）を把握すると

共に、個別業務のアウトソーシングから包括的民間委託の導入や施設改

修に関わる DBO の導入など段階的な検討を継続的に実施します。 

また、⾝近なテーマとして、維持管理、保守点検及び清掃等について、

委託方法や委託範囲の変更とそれに伴う影響やコストの増減等を勘案

しつつ、引き続き、民間活力の活用を検討していきます。 

職員給与費に関する事
項 

施設整備更新を進めていくためには、技術系職員及び事務系職員共

に人員削減は困難であるものの、事務処理の効率化や組織統合といっ

た職員給与費に関する事項について検討していきます。 

動力費に関する事項 現時点では、特にありません。 

薬品費に関する事項 現時点では、特にありません。 

修繕費に関する事項 

施設の⽼朽化が進んでおり、今後、修繕が必要になってきます。修繕

計画の⽴案により修繕費の節約及び平準化を図るとともに、施設の定期

点検等による施設の長寿命化を図っていきます。 

委託費に関する事項 

対象設備と人件費を適正に算出し、委託料を設定していきます。ま

た、民間活力の活用を検討するなかで、必要に応じて計画の見直しを行

っていきます。 

その他の取組 

下水道事業の更なる効率化や維持・向上、広域化推進を図るため、

DX（デジタルトランスフォーメーション）推進に向けた取り組みを検討しま

す。 

・GIS（地理情報システム）の活用:下水道の配管ネットワーク、設

備の位置情報をデジタルマップ上に可視化し、効率的な管理・保守

を実現します。災害時の対応計画⽴案や、⽼朽化したインフラの改

修計画の策定にも役⽴ちます。 

・IoT 技術の活用:センサーを用いて水質や流量をリアルタイムで監視

し、データを集積・分析することで、水質管理の⾼度化や異常時の早

期発見が可能になります。また、ポンプや処理施設の運転状況の最

適化にも寄与します。 

・クラウドコンピューティングの利用:データのクラウド化により、情報の共

有とアクセスが容易になり、運営の柔軟性と効率性が向上します。ま

た、災害時のデータバックアップとしても機能します。 

・AI と機械学習の応用:⼤量のデータを分析し、需要予測や設備のメ

ンテナンス計画の最適化など、意思決定の⾼度化をサポートします。

さらに、AIを用いた顧客サービスの⾃動化（例えばチャットボットによる

問い合わせ対応）も可能です。 
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これらの技術を取り入れることで、下水道事業の運営効率化、維持・

向上、広域化推進が図られることが期待できます。 

また、下水道事業の GX（グリーントランスフォーメーション）について省

電力化や人の移動を省力化することを検討します。 

・再生可能エネルギーの導入:下水道施設で太陽光発電、風力発

電、水力発電などの再生可能エネルギーを導入し、消費電力の一部

を⾃給⾃⾜することで、カーボンフットプリントを減少させます。 

・エネルギー効率の⾼い設備への更新:ポンプや処理設備など、既存の

設備をよりエネルギー効率の⾼いモデルに更新します。省電力型の機

器は消費電力を減らし、CO2 排出量を削減します。 

・遠隔監視・制御システムの導入:IoT 技術を活用して、水質や流量

などの監視、設備の制御を遠隔で行うことができます。これにより、現

場への人員派遣が減少し、移動に伴う CO2 排出量の削減に寄与し

ます。 

・省エネ運転の最適化:AI や機械学習を用いて、水道のポンプ運転ス

ケジュールを最適化します。需要予測に基づく運転計画により、無駄

な電力消費を削減します。 

・デジタル化とペーパーレス化:事務作業のデジタル化により、紙の使用

量を減らし、紙製造に伴うエネルギー消費と CO2 排出を削減します。 

・グリーンビルディングの採用:下水道施設の建築やリノベーションにおい

て、環境に優しい材料を使用し、⾃然光の活用、断熱材の利用など

でエネルギー効率を⾼めます。 

これらの取組は、「カーボンニュートラル（脱酸素）」に貢献することがで

き、下水道事業のコスト削減や業務効率の向上にも繋がり、持続可能

な事業運営に寄与すると考えています。 

・下水道事業に係るノウハウの継承：人口減少に伴い下水道事業や

施設管理のノウハウの継承が課題となっています。デジタル技術も活

用しながら、次世代に対する知識や経験の伝達を促進していきます。 
 
 
５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項 
 

経営戦略の事後検証、
改定等に関する事項 

将来にわたって安定的に事業を継続していくため、PDCA サイクルの考

えに基づき、投資・財政計画の達成状況について毎年度進捗管理を実

施し、計画と実績の乖離を検証・対応していきます。 

また、使用料⾦の変更や民間活力の活用等により、収支計画の変更

が必要となる場合においては、本戦略を見直しするほか、概ね５年ごとに

総合的な検証を行ない、さらなる現状分析や社会状況の変化などを考

慮し、本戦略を更新します。 
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⾦
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⾦
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(B
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た
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し
た

資
⾦

不
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÷
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)
×

1
0
0



16 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様
式

第
2
号

（
法

適
用

企
業

・
資

本
的

収
支

）

下
水
道
事
業
全
体

R
3

R
4

（
単

位
：

千
円

）

前
々

年
度

前
年

度
本

年
度

2
0
2
4

2
0
2
5

2
0
2
6

2
0
2
7

2
0
2
8

2
0
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9

2
0
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0
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1
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2
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)
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)
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5
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6
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7
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8
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9

R
1
0

R
1
1

R
1
2

R
1
3

R
1
4

1
.

ー
ー

2
9
,8

0
0

1
5
,9

0
0

3
5
,0

0
0

3
5
,0

0
0

3
5
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0
0

3
5
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0
0
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5
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0
0
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5
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0
0
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0
0
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5
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0

資
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ー
1
4
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0

7
,2

0
0

7
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0
0

7
,6

0
0

7
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0
0

6
,5

0
0

6
,1

0
0

3
,3

0
0

3
,1

0
0

2
,9

0
0
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.

ー
ー

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0
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.

ー
ー

2
8
,2
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5

3
8
,5
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2
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8
,8

0
0

4
0
,3

0
0

4
0
,2

0
0

3
6
,7

0
0

3
4
,9

0
0

2
3
,5

0
0

2
2
,0

0
0

2
1
,1

0
0

資
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.

ー
ー

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0
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.

ー
ー
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0
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0

0
0

0
0

0
0

6
.

ー
ー

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0
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.
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ー
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0
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0
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0
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0
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.
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ー

1
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0
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6
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1
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0

1
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0
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0
0
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0
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0
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0

1
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0
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.
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ー
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0
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0
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0
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0
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0
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計
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)
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ー

5
9
,5
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5
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2
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下水道事業全体

供用開始年月日 平 成 9 年 6 月 1 日

処理区域内人口 3,546人

計算期間 ⾃ ： 令 和 5 年 ４ 月

至 ： 令 和 14 年 ３ 月

（10年間）

現行料⾦算定期間(開始) 令和  5年度

現行料⾦算定期間(終了) 令和14年度

最近１箇年間

の実績（R5年度予算）

投資・財政計画

計上額（Ａ）

公費負担分

（Ｂ）

料⾦対象収支

（Ａ）－（Ｂ）

41,838 45,366 45,366

0 0 0

45 59 59

41,883 45,424 0 45,424

最近１箇年間

の実績（R5年度予算）

投資・財政計画

計上額（Ａ）

公費負担分

（Ｂ）

料⾦対象収支

（Ａ）－（Ｂ）

0 0 0 0

1,727 1,933 0 1,933

0 0 0 0

49,331 14,033 0 14,033

51,058 15,965 0 15,965

一 人 給 料 （ 基 本 給 ） 4,138 4,316 0 4,316

般 件 手 当 （ 退 職 給 付 費 ） 414 432 0 432

管 費 諸 手当 、福 利費 、そ の他 2,795 2,585 0 2,585

理

費

7,347 7,333 0 7,333

資 13,966 10,233 5,116 5,116

本 97,902 87,698 0 87,698

費 2,000 3,800 0 3,800

113,868 101,731 5,116 96,614

172,273 125,030 5,116 119,913

料⾦算定期間(開始) 料⾦算定期間(終了) 料⾦算定期間 資産維持費率※

償却資産(期首残⾼) 償却資産(期末残⾼) 償却資産(平均残⾼) （標準値）

2,472,607 1,665,664 2,069,136 3%

※資産維持費＝料⾦算定期間の平均償却資産残⾼×資産維持費率 62,074

　(営業及び営業外費用)+(資産維持費) 181,987

料⾦収入／(料⾦対象経費+資産維持費) ：　(X)／(（Y）＋（Z）)＊１００＝ 0.25

＜料⾦水準についての説明＞

減 価 償 却 費

企 業 債 取 扱 諸 費 そ の 他

小 計

そ の 他

小 計

小 計

薬 品 費

流域下水道管理運営費負 担⾦

委 託 料

支 払 利 息

１投資・財政計画計上額（Ａ）欄は、直近の料⾦算定期間内における平均値を記載すること。

２起債償還額が減価償却額を超えるときは，当分の間，その差額を一般管理費のその他の欄に記載して差し支えないこと。

３資産維持費は、将来の更新需要が新設当時と比較し、施工環境の悪化、⾼機能化（耐震化等）等により増⼤することが見込まれる場合に、使用者負担の期間的公平等を

確保する観点から、実体資本を維持し、サービスを継続していくために必要な費用（増⼤分に係るもの）を、適正かつ効率的、効果的な中長期の改築（更新）計画に基づいて算

定し、計上するもの。そのため、資産維持費（Ｚ）欄は、「下水道使用料算定の基本的考え方（2016年度版）」（公益社団法人日本下水道協会）を参考に、所有している

資産の規模、経営環境等の実情に応じ、料⾦算定に適切に反映すべき費用を記載すること。

合 計 (Y)

資 産 維 持 費 （ Z ）

料 ⾦ 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

本町の下水道使用料は、一般家庭用と業務用の２区別で、それぞれ汚水量に応じた段階別逓増型料⾦体系としています。料⾦は水道の使用量を基に

行っています。

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

委 託 料

管

渠

・

処

理

場

費
そ の 他

原価計算表

収入の部

項 目

⾦額（千円）

使 用 料 (X)

受 託 工 事 収 益

そ の 他

合 計

支出の部

項 目

⾦額（千円）


